
（12年度）みなさんと力を
合わせて実現できた主なもの
　　　　　　　　　　（骨格予算分）

維新政治の導入、大規模プロジェクト優先を止めて
教育環境整備、地域経済振興、身近な街づくりを
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野
村
市
長
の
任
期
最
終
市
議
会
と
な
っ
た
、

今
市
議
会
で
あ
ら
た
め
て
立
命
館
茨
木
移
転
や

Ｊ
Ｒ
総
持
寺
新
駅
負
担
、
彩
都
中
部
地
区
関
連

道
路
整
備
な
ど
の
た
め
の
財
政
負
担
に
と
も
な

う
市
民
犠
牲
や
税
収
の
落
ち
こ
み
を
復
元
す
る

た
め
の
中
長
期
的
な
施
策
の
選
択
や
維
新
政
治

の
茨
木
へ
の
持
ち
込
み
に
つ
い
て
た
だ
し
ま
し

た
。
野
村
市
長
は
「
大
規
模
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の

財
源
に
つ
い
て
は
、
市
民
へ
の
影
響
は
最
小
限

に
」
と
し
な
が
ら
、「
施
策
見
直
し
は
時
代
の

　

３
月
定
例
市
議
会
が
、３
月
５
日
か
ら
1
9
日
ま
で
の
会
期
1
5
日
間
で
開
催
さ
れ
ま
し
た
。

４
月
８
日
に
市
長
選
挙（
市
議
補
選
も
同
日
実
施
）が
行
わ
れ
る
た
め
、３
月
提
案
の
一
般
会
計
予

算
は
経
常
経
費
が
主
な
内
容
の
骨
格
予
算
と
な
り
ま
す
。本
格
的
な
予
算
は
新
市
長
の
も
と
で

６
月
議
会
で
審
議
さ
れ
、
各
派
代
表
質
問
も
行
わ
れ
ま
す
。日
本
共
産
党
市
議
団
は
大
規
模
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
最
優
先
の
財
政
運
営
を
あ
ら
た
め
、
具
体
的
な
茨
木
再
生
の
道
筋
を
提
案
し
て
市

政
の
転
換
を
求
め
る
と
と
も
に
、
予
算
案
に
は
税
金
の
使
い
道
を
あ
ら
た
め
る
修
正
案
を
示
し
、

国
保
・
介
護
保
険
料
の
引
き
下
げ
等
を
求
め
る
請
願
署
名
を
採
択
せ
よ
と
主
張
し
ま
し
た
。

　

新
年
度
の
下
水
道
特
別
会
計
予
算
は
、
一
昨

年
（
平
成
22
年
度
）
の
料
金
値
上
げ
に
つ
づ
く

二
回
目
の
値
上
げ
の
予
算
と
な
っ
て
お
り
、
そ

の
た
め
に
下
水
道
料
金
抑
制
の
た
め
の
下
水
道

会
計
へ
の
税
金
投
入
が
約
１
．
６
億
円
も
減
ら

さ
れ
ま
す
。

　

一
昨
年
当
初
の
市
の
言
い
分
は
、①
今
後
、
水

利
用
量
が
減
る
見
込
み
で
下
水
道
料
金
収
入
も
減

る
こ
と
②
汚
水
処
理
施
設
の
維
持
管
理
費
が
増
大

し
て
い
く
こ
と
③
独
立
採
算
の
原
則
に
近
づ
け
る

こ
と
を
値
上
げ
の
根
拠
と
し
て
い
ま
し
た
。

　

と
こ
ろ
が
、
今
議
会
で
の
質
疑
を
通
じ
て
、
水

利
用
の
見
込
み
に
つ
い
て
は
「
若
干
、
大
き
く
予

測
し
た
」
と
認
め
、
維
持
管
理
費
は
増
加
傾
向
に

３月
定例

市 議
会３月

定例

市 議
会３月

定例

市 議
会

○ 国保料抑制のための市補助金の増額

○ 小・中学校施設整備と耐震補強工事

　 の推進

○ 児童虐待防止のための実務者研修回

　 数増と養育支援事業対象者を18歳

　 に拡大

○ 通常学級に配置する支援教育サポー

　 ターを小中学校で増員

○ 小学校校門受付員配置の継続

○ 幼稚園保育室エアコン設置

○ あけぼの学園（54→64人）とばら

　 親子教室 (44→70人 ) の定員拡充

○ 緊急雇用促進事業により市の９事業

　 で71人の雇用創出

○ 生活保護受給者の就労支援のために

　 支援員と求人開拓員を配置

四
月
か
ら
の
下
水
道
料
金
の
再
値
上
げ
や
め
よ

　

茨
木
市
は
、
節
電
や
環
境
負
荷
低
減
（
Ｃ
Ｏ

２
削
減
）
を
目
的
と
し
て
、
昨
年
実
施
し
た
市

営
駐
車
場
と
生
涯
学
習
セ
ン
タ
ー
き
ら
め
き
の

７
万
４
０
０
０
本
の
直
管
型
Ｌ
Ｅ
Ｄ
ラ
ン
プ
照
明
導
入

規
格
採
用
は
機
会
均
等
・
門
戸
開
放
の
確
保
を

変
化
の
観
点
に
立
っ
て
見
直
し
が
必
要
」
将
来

の
茨
木
の
あ
り
方
に
つ
い
て
は
「
新
し
い
体
制

に
お
い
て
、
本
市
を
取
り
巻
く
現
状
を
十
分
把

握
の
上
で
、
ま
ち
の
発
展
に
つ
な
が
る
よ
う
な

施
策
・
事
業
を
展
開
し
て
い
く
こ
と
が
重
要｣

、

維
新
政
治
に
つ
い
て
は
「
教
育
基
本
条
例
や
職

員
基
本
条
例
な
ど
は
、
本
市
の
対
応
は
新
し
い

体
制
に
お
い
て
、
議
論
さ
れ
て
い
く
こ
と
に
な

る
」
と
い
ず
れ
も
答
弁
を
避
け
ま
し
た
。

あ
る
も
の
の
、
資
本
費
（
市
債
の
元
利
償
還
金

の
こ
と
）
は
減
少
傾
向
で
、
全
体
の
経
費
は
緩

や
か
な
減
少
傾
向
で
あ
る
こ
と
が
明
ら
か
に
な

り
、
市
の
言
う
値
上
げ
の
理
由
は
「
独
立
採
算

性
の
押
し
付
け
の
み
」
で
実
質
的
に
は
根
拠
が

な
か
っ
た
こ
と
が
あ
き
ら
か
に
な
り
ま
し
た
。

　

党
市
議
団
は
、
下
水
道
事
業
は
極
め
て
公
共

性
が
高
く
、
独
立
採
算
性
の
押
し
付
け
こ
そ
が

間
違
い
で
あ
る
こ
と
、
財
政
の
ひ
っ
迫
性
も
な

い
今
回
の
市
民
負
担
増
は
許
さ
れ
な
い
こ
と
を

厳
し
く
指
摘
し
、
本
予
算
に
反
対
、
下
水
道
料

金
据
え
置
き
の
た
め
の
組
み
替
え
動
議
も
提
出

し
、
最
後
ま
で
奮
闘
し
ま
し
た
。

全
性
、
照
度
、
配
光
特
性
を
勘
案
し
て
一
規
格
限

定
に
し
た
。
40
Ｗ
二
灯
用
の
交
換
経
費
は
４
３
４

０
０
円
で
あ
る
」
と
答
え
ま
し
た
。

直
管
型
蛍
光
灯
２
０
０
０
本
以

上
の
Ｌ
Ｅ
Ｄ
ラ
ン
プ
へ
の
交
換

業
務
入
札
に
際
し
て
、
ラ
ン
プ

だ
け
で
な
く
本
体
灯
具
の
交
換

工
事
ま
で
必
要
な
特
定
規
格
品

の
み
に
限
定
し
、
結
果
的
に
他

規
格
メ
ー
カ
ー
の
参
入
を
制
限

し
て
し
ま
い
ま
し
た
。

　

党
市
議
団
の
「
市
場
に
は
複

数
の
直
管
型
Ｌ
Ｅ
Ｄ
規
格
の
商

品
が
多
数
存
在
し
、
オ
フ
ィ
ス

向
け
や
駐
車
場
向
け
な
ど
さ
ま
ざ
ま
。
使
用
現
場

に
即
し
た
製
品
を
選
ぶ
べ
き
で
あ
り
、
一
規
格
限

定
で
は
経
費
の
点
で
も
効
果
の
点
で
も
か
え
っ
て

不
効
率
で
あ
る
。」
と
の
質
疑
に
対
し
、市
は
「
安

　

こ
れ
に
対
し
、「
Ｌ
Ｅ
Ｄ
ラ

ン
プ
の
性
能
向
上
は
日
進
月
歩

で
あ
り
、
拙
速
に
多
額
の
経
費

を
か
け
て
本
体
灯
具
ま
で
交
換

す
る
よ
り
、
ラ
ン
プ
交
換
の
み

の
製
品
な
ら
ば
半
分
以
下
の
経

費
で
済
む
と
い
う
意
見
も
あ

る
。
府
下
の
自
治
体
の
導
入
実

態
を
調
査
す
る
と
と
も
に
、
学

識
者
・
市
民
も
参
加
し
て
Ｌ
Ｅ

Ｄ
導
入
に
関
す
る
基
準
作
り
や

全
体
計
画
を
策
定
す
べ
き
」
と
訴
え
ま
し
た
。

　

市
有
施
設
の
直
管
型
Ｌ
Ｅ
Ｄ
交
換
対
象
本
数

は
約
７
万
４
０
０
０
本
に
及
び
ま
す
。



今議会も市民の願い
　　実現へがんばりました
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市
民
の
暮
ら
し
向
上
の
財
政
運
営
を

市
会
議
員

あ
じ
ち
洋
子

電
話（
６
３
３
）５
９
４
６

定例法律相談
毎月第一、第三金曜日開催
４月　６日（金） 

５月18日（金） 

あるいは、党市会議員に直接ご連絡を

４月20日（金） 

党市委員会事務所  ６２２－１１６８
党議員団控室　　  ６２１－８５３４

　06年度の政務調査費の使途について市民から違

法支出であると訴えられていた裁判で、３月１日に

高裁判決が確定しました。判決では、茨木市議会の

政務調査費使途基準に照らして以下の事例が不適法

であるとされました。

　松本利明元市議（現・大阪維新の会府議）が議員

辞職直前にデジカメを購入したこと、また事務所経

費で領収書不備とされたこと。公明党の篠原議員は

本人名義ではないインターネット利用料に政務調査

市会議員の違法な政務調査費使途にかかわる高裁判決確定～
党議員団、議長に原因究明と再発防止を申し入れ

『国保料と介護保険料の引き下げ等を求める請願署名』
１万1620筆の市民の願いを議会が無視！

　市民の世論の力もあって、新年度国保料について

は、保険料抑制のための税金投入増額を市に実行さ

せましたが、保険料引き下げにまではいたりません

でした。国による３年連続の年金カットが打ち出さ

れ、一方で、国保料、介護保険料、後期高齢者医療

制度保険料がそろって４月からの引き上げが行われ

ようとしている中、国保制度をよくする茨木連絡会

専門の弁護士が相談に応じます。
かならず事前にご予約下さい

商
工
業
・
農
業
振
興
策
と
雇
用
対
策
を
積
極
的
に
す
す
め
よ

市
会
議
員

朝
田
み
つ
る

電
話（
６
２
７
）０
１
７
６

私
立
保
育
園
へ
の
「
一
時
保
育
」
市
独
自
補
助
の
継
続
を

市
会
議
員

畑
中
た
け
し

電
話（
６
２
６
）５
２
３
９

　

23
年
度
の
年
度
末
最
終
補
正
で
も
、あ
い
か
わ
ら
ず
「
財
政
健
全
化
に
向
け
て
」
と
称
し
て
、

財
政
調
整
基
金
積
み
増
し
７
億
円
、
公
社
取
得
用
地
の
買
い
戻
し
１
３
・
２
億
円
、
合
計
２
０
・

２
億
円
を
予
算
化
し
ま
し
た
。
こ
の
財
源
は
、
本
来
、
市
民
生
活
向
上
に
役
立
て
る
べ
き
財

源
で
、
後
年
度
の
財
政
運
営
の
や
り
く
り
に
使
う
財
源
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。
市
民
生
活
向
上

よ
り
大
規
模
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
た
め
の
財
源
づ
く
り
を
優
先
す
る
財
政
運
営
は
止
め
よ
」
と

主
張
し
ま
し
た
。
市
長
は
「
大
規
模

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
推
進
の
財
政
運
営
に

備
え
る
」
と
答
弁
し
ま
し
た
。

　

産
業
振
興
ビ
ジ
ョ
ン
と
産
業
振
興
ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン
の
更
な
る
取
り
組
み
の
前
進
と
、
茨

木
に
お
い
て
も
農
林
業
振
興
ビ
ジ
ョ
ン
の
策
定
と
公
募
市
民
・
農
林
業
関
係
者
・
学
識
経
験
者

か
ら
な
る
農
林
業
活
性
化
に
関
す
る
懇
話
会
の
設
置
、
雇
用
対
策
と
し
て
、
事
業
効
果
が
薄
い

企
業
立
地
促
進
奨
励
金
は
や
め
、
正
規
雇
用
促
進
奨
励
金
こ
そ
積
極
的
に
拡
充
す
べ
き
と
提
案

し
ま
し
た
。
市
の
答
弁
で
は
、
特
に
正
規
雇
用
促
進
奨
励
金
の
実
績
が
当
初
の
２
倍
に
伸
び
て

い
る
こ
と
が
明
ら
か
に
な
り
、「
雇
用

の
安
定
化
に
資
す
る
施
策
こ
そ
が
待

ち
望
ま
れ
て
い
る
」
と
強
調
し
、
一

層
の
拡
充
を
求
め
ま
し
た
。

　

国
に
よ
る
「
一
時
預
か
り
保
育
事
業
補
助
」
開
始
に
と
も
な
い
、
既
存
の
市
独
自
の
「
一

時
保
育
事
業
補
助
」
が
廃
止
と
な
る
こ
と
に
対
し
、「
国
制
度
は
専
用
部
屋
や
保
育
士
複
数
配

置
な
ど
基
準
が
厳
し
く
、
た
と
え
国
基
準
に
対
応
で
き
な
い
民
間
園
で
も
一
時
保
育
実
施
に

努
力
し
て
い
る
園
に
対
し
て
は
従
来
の
市
独
自
補
助
金
を
継
続
し
て
支
援
す
る
べ
き
」
と
訴

え
ま
し
た
。
市
の
答
弁
に
よ
る
と
「
国
の
制
度
に
移
行
で
き
な
い
保
育
園
は
10
保
育
園
」
に

も
の
ぼ
る
こ
と
が
明
ら
か
に
な
り
ま

し
た
。

　とくに党市議団も原案を提出し

ていた表題の２意見書は、障害者

団体から採択の要請を受けていた

もので、党市議団も共同提案者と

なって全会一致の採択となりまし

た。

「こころの健康を守り推進する
基本法の制定を求める意見書」、
「骨格提言を尊重する（仮称）障
害者総合支援法の制定を求め
る意見書」など３意見書が採択

費を充てていたこと。現・維新の会・みんなの茨木

会派の大野議員も本人名義ではない携帯電話利用料

に政務調査費を充てていたことです。

　党議員団はかねてから政務調査費について公私を

明確に区別できない使途を認めるべきでないと主張

してきました。判決を受けて党市議団はあらためて

議長に対して原因の究明と再発防止策の徹底を求め

ました。また判決で不適法であるとされた使い道を

認めてきた市の監査や市長の責任も重大です。

は、今年も３月市議会に「国保料と介護保険料の引

き下げ等を求める請願署名」を提出しました。さら

に審議の場である民生常任委員会では、よくする会

代表者による請願趣旨説明も行われ、市民がおかれ

ている窮状と切実な願いが訴えられました。しか

し、自民・保守系・民主・公明・維新系の議員はそ

ろって無言の不採択となりました。

福祉文化会館101号室

福祉文化会館101号室

市民会館４階和室
時間はいずれも午後６：30から


